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平成 27年度_ごみ処理広域化事業に係る主な経過について   

日付 実施主体 内容 
住民 

周知等 
備考 

H27.2.23 
【協定】組合及び４

市町 
ごみ処理広域化推進に係る仮協定書を締結  石岡市、小美玉市、かすみがうら市、茨城町の４市町によるごみ処理広域化に伴う組

合組織及び事務体制、経費負担を基本合意 

H27.3月 【議決】４市町議会 

定例会にて、■ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市：２議員、

小美玉市：1議員、かすみがうら市：２議員、茨城町：－）、■ごみ処

理広域化経費を含む組合負担金に係る H27当初予算、■霞台厚

生施設組合規約の変更を可決 

  

H27.3.25 
【県許可】組合及び

４市町 
霞台厚生施設組合規約の変更申請について県知事が許可  ４市町連名により、各議会の規約変更等の議決書を添付し申請 

H27.4月 組合及び４市町 広域化の取組みについて広報紙等に掲載 ○ 組合を事業主体にごみ処理広域化を進めることについて 

H27.5月 ４市町議会 石岡市議会議員改選   

H27.4-5月 ４市町 区長会総会にて、広域化の取組みを説明 ○ 組合を事業主体にごみ処理広域化を進めることについて 

H27.5.18 
【協定】組合及び４

市町 
ごみ処理広域化に伴う建設候補地に関する協定書を締結  建設候補地及び広域化に伴う負担調整等を基本合意 

H27.5.25 組合議会 
全員協議会にて、新議員選出に伴い、組合概要や広域化の取組み

等を説明。現処理施設等を視察 
 新選出議員：石岡市、かすみがうら市及び茨城町議員 

H27.5.29 【議決】組合議会 

臨時会本会議にて、■ごみ処理広域化及び組合規約変更に係る

H27補正予算に対する議案質疑（１議員）・反対討論（１議員）・採決

（賛成 13：反対１）、■その他関連議案等は全会一致で可決 

  

H27.6月 ４市町議会 
定例会にて、ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市：１議員、小

美玉市：１議員、かすみがうら市：３議員、茨城町：－） 
   

H27.7.26 組合 ごみ処理広域化に係る講演会を開催（127名参加） ○ 
講師：全国都市清掃会議 技術部荒井部長、来賓：茨城県生活環境部長 

講演内容をウェブ動画に掲載 

H27.7-8月 組合 地元住民等を対象に説明会等を実施（計２回、29名参加） ○ 
新処理施設建設予定地周辺住民等を対象に、ごみ処理広域化の背景及び経過、今

後の予定を説明 

H27.7-8月 組合 
住民アンケートを実施（各４市町住民３千人を対象） 

* 広域化に伴いコスト縮減を望む意見が６割超と最も多い 
○ 広報紙等にて実施結果を掲載 

H27.8月 組合 霞台管内収集運搬業者への施設利用アンケートを実施 ○ 施設周辺道路等における安全マナー徹底を依頼 

H27.8.19 組合 正副管理者会議  広域化に伴う各課題対応、住民アンケート結果について協議 

H27.9月 ４市町議会 
定例会にて、ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市：１議員、小

美玉市：２議員、かすみがうら市：２議員、茨城町：－） 
  

Ｈ27.9.28 組合 正副管理者会議  広域化に伴う各課題対応、基本構想中間報告について協議 

H27.10.2 組合議会 全員協議会にて、基本構想中間報告、住民説明会予定を説明   
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日付 実施主体 内容 
住民 

周知等 
備考 

H27.10.3 組合 地元住民等を対象にした先進地視察を実施（９名参加） ○ ひたちなか東海クリーンセンターを視察 

H27.10.22 【議決】組合議会 
定例会本会議にて、ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市選

出：２議員、かすみがうら市選出：１議員） 
   

H27.10.23 組合 県所管部署に事業経過の説明及び国交付金内容の確認   

H27.10.27 組合 地元住民等を対象に説明会等を実施（16名参加） ○ 
説明内容：基本構想中間報告・今後の予定、参加者アンケートを実施 

開催結果を広報紙等に掲載 

H27.11月 組合 全住民等を対象に説明会を実施（計４回、40名参加） ○ 
説明内容：基本構想中間報告・今後の予定、参加者アンケートを実施 

開催結果を広報紙等に掲載 

H27.11-12月 ４市町議会 小美玉市、茨城町議会議員改選   

H27.12月 ４市町議会 
定例会にて、ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市：－、小美玉

市：１議員、かすみがうら市：２議員、茨城町：－） 
  

H27.12.14 組合 正副管理者会議  今後の事業実施判断及び事業計画等について協議 

H28.1.18 組合 正副管理者会議  基本構想最終素案等について協議 

H28.1.21 組合議会 
全員協議会にて、基本構想最終素案、施設整備計画概要、パブリッ

クコメント実施告知、国要望を説明 
  

H28.1-2月 組合 基本構想最終案のパブリックコメントを実施（意見提出 23名） ○ 
４市町内 計 11カ所で素案閲覧を実施 

実施結果を広報紙等に掲載 

H28.2.8 組合議会 
全員協議会にて、組合選出新議員を対象に事業経過等を説明 

合わせて施設見学会を実施 
 新選出議員：小美玉市及び茨城町議員 

H28.2.22 【議決】組合議会 

会議前に、H28事業予定、H27事業経過、パブリックコメントを説明 

定例会本会議にて、■議長不信任動議について賛成少数（３議員）

により否決、■ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市選出：２議

員、茨城町選出：１議員）、■H28当初予算に対する議案質疑（１

議員）・反対討論（１議員）・採決（賛成 14：反対２）、■

新処理施設整備検討委員会条例に対する議案質疑（１議員）・

反対討論（１議員）・採決（賛成 14：反対２）、■生活環境

調査結果縦覧条例に対する議案質疑（１議員）・反対討論（１

議員）・採決（賛成 14：反対２）、■非常勤特別職の報酬等

条例に対する議案質疑（１議員）・反対討論（１議員）・採決

（賛成 14：反対２） 

 新たな広域ごみ処理施設整備に係る財政措置の強化拡充を求める意見書を採択 

* 質疑（１議員）・反対討論（１議員）・採決（賛成：14：反対：２） 

H28.2-3月 【議決】４市町議会 

定例会にて、■ごみ処理広域化に係る一般質問（石岡市：１議員、

小美玉市：４議員、かすみがうら市：２議員、茨城町：－）、■ごみ処

理広域化経費を含む組合負担金に係る H28予算を可決 

 新たな広域ごみ処理施設整備に係る財政措置の強化拡充を求める意見書を採択 
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日付 実施主体 内容 
住民 

周知等 
備考 

H28.3月 組合 一般廃棄物処理施設整備基本構想を策定 ○ 関係資料を組合ウェブサイトに掲載 

H28.3.24 【国陳情】組合 
新たな広域ごみ処理施設整備に係る要望書を提出 

*４市町長及び４市町議会代表組合議員が各大臣及び議員と面会 
○ 

陳情先：環境省（丸川大臣）及び復興庁（高木大臣） 

地元選出国会議員（丹羽代議士、額賀代議士） 

H28.3.29 組合 正副管理者会議  広域化に伴う各課題対応、事業計画及びコストメリット等について協議 

H28.3.31 【国承認】組合 循環型社会形成推進地域計画が承認   

 

本年度から、これまで合併前の枠組みにおいて石岡市と小美玉市の一部地区のごみ処理を共同処理してきた一部事務組合である霞台厚生施設組合を事業主体として、石岡市、小美玉市、かすみがう

ら市、茨城町の４市町におけるごみ処理広域化を図るため、平成 26年度内において、組合規約の変更をはじめ、組織体制、費用負担等について４市町が基本合意に至り、各４市町議会の議決を得て、

県知事に申請し許可を得ました。その上で、４月から、霞台厚生施設組合に、４市町のごみ処理広域化及び新処理施設整備等を所掌する所管部署が設置されました。 

当地域における一般廃棄物処理については、関係法令に基づき、４市町が所管するごみの減量及び資源化、組合が所管する処理施設の設置管理と、それぞれ事業主体や所掌事務が分かれており、ご

み処理広域化に係る具体的な事務調整を図るため、４市町及び管内組合所管職員から成る事務調整会議を設けて協議してきました。また、市町村の事務を共同処理するため設置される一部事務組合で

は、各市町村議会の代表として選出された組合議員から構成される組合議会が議決機関として組織されますが、より丁寧に合意形成を図るため、各構成４市町議会の全員協議会等を通じて、随時、霞

台におけるごみ処理広域化に係る事務協議及び事業経過等について報告してきました。 

また、住民への情報提供等については、これまでのごみ処理体制から大きな転換を図る重要性を考慮し、住民の合意形成やニーズ把握に努めるため、説明会を計７回開催したほか、各種住民向け事

業として、講演会、施設見学会、アンケート、パブリックコメントなどを実施し、これらの情報について、都度、構成市町の広報紙やウェブサイト、また、平成 28年１月から新たに開設した組合ウェ

ブサイトを通じて、事業に参加できない方への情報提供を拡充する観点から、関係資料等に関するデータ等も積極的に掲載するなど広く周知に努めました。 

以上、このような背景及び経過のなか、これまでに各４市町において、審議会への諮問答申やパブリックコメントを経たうえで策定している一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみ処理広域化に係

る基本方針や事業概要をとりまとめ、一般廃棄物処理施設整備基本構想として策定しました。また、基本構想に位置付けた概算事業については、関係法令に基づき、国への交付金申請に係る循環型社

会形成推進地域計画を申請し承認を得ました。 

 


